
2021～2022年度

滝川ロータリークラブ

会長　　坂本　和繁

■ 例会日：毎週木曜 PM12:30より

■ 例会場：ホテル三浦華園

■ 住　所：滝川市花月町1-2-26

■ 電　話：(0125)-22-3344

■ ＦＡＸ：(0125)-24-2755

■ メール：info@rotary.gr.jp

■ WebSite：www.rotary.gr.jp

幹事報告
1.赤平、留萌RCから会報が届いておりま

す。


2.ガバナー月信12月号が届いておりま

す。ご購読されている方は、2階事務所の

各個人BOXに入れてありますので、お持ち

帰りください。

委員会報告
親睦活動委員会（星野委員長）


来週12月16日は夜間例会で忘年会となっ

ております。場所はグリーンパークしん

とつかわで18時から開催いたします。バ

スは三浦華園より第一便が16時20分と第

二便が17時20分となっております。ま

た、年明け1月6日は、新年会の例会とな

っており、場所は三浦華園で18時より行

いますのでご参加をお願い致します。

前回のプログラム [ 講師例会 ]

－ 海洋性レクリエーションの魅力と滝川市B&G
海洋センターの取り組みについて －

【麻雀同好会担当例会】

滝川市スポーツ協会

主任　鈴木　博之　様

海洋性レクリエーション

で、特に滝川市B&G海洋セ

ンターで行えるカヌーにつ

いて詳細な説明をいただき

ました。また、そのセンタ

ーが冬季間閉鎖しているに

もかかわらず利用者が全国

で2番目に多くなる取り組

みとして学生の団体利用や

障がい者が体験しやすい施

設構築などのお話をいただ

きました。

＼(^o^)／ニコニコBOX報告（敬称略）

井上要・奥山かおる・坂本和繁・柴田久之・高山訓正

西田浩二・畠山かおる・藤井謙和・山崎修・渡辺浩司

＜小計38,000円・合計475,000円＞

編集／クラブ会報委員会　　発行日：令和3年12月09日

出席報告　　　12月9日
会員数 病欠 免除 出席 欠席 出席率

84名 1名 5名 48名 36名 60%

■ゲスト ： 一般財団法人 滝川市スポーツ協会

主任　鈴木　博之　様

【 今週の寄付 】（敬称略）
◆米山： 山口惠子　＜累計696,000円＞

第3269回　例会報告　令和3年12月9日（木）
会長挨拶

今、政府与党で来年の税制改正議論が盛んであり、自民・公明による令和4年税制改正大綱がもうすぐ出ると思

われます。本来、それが出てからお話しするべきだとは思うのですが、不確定要素が多くても、話しておいた方

が良いのではないかという話をしたいと思います。顧問の税理士から聞いたり、ニュースで見たりしている方も

多いかもしれませんが、贈与税の話であります。近年、相続税の対象になる人が増えているのはご存じと思いま

す。かつては相続税がかからない金額が「5,000万円＋1,000万円×法定相続人数」だったのが、2015年から

「3,000万円＋600万円×法定相続人数」までにダウンし、これにより亡くなった人のうち4％程度しかいなかっ

た相続税を払う人が、8％程度と倍増しております。そのため節税対策として、110万円の基礎控除を使いながら

元気なうちに少しずつ財産を配偶者や子に渡す「生前贈与」を行う人が数多くいます。私の事務所でも毎年、お

子さんやお孫さんに非課税か低税率で課税されるように預貯金や会社への貸付金などを生前贈与している方がい

ます。そんな中、昨年から騒がれているのが、相続税と贈与税が一体化されるという動きです。昨年12月に自

民・公明両党が公表した『令和3年度税制改正大綱』には、《相続税と贈与税をより一体的に捉えて課税する観点から、現行の相続時精

算課税制度と暦年課税制度のあり方を見直すなど、格差の固定化の防止等に留意しつつ、資産移転の時期の選択に中立的な税制の構築

に向けて、本格的な検討を進める》と記載されています。一言でいえば、暦年贈与の非課税枠が廃止されるのではないかということで

す。暦年贈与とは、先程言いましたように、年間110万円以下であれば贈与税が非課税になる仕組みを利用し、毎年行う生前贈与の方法

で、これを使って、多くの人が非課税あるいは少額課税の範囲内で生前贈与を繰り返し、相続税がかかる財産を減らし、節税対策をし

てきましたが、非課税制度が廃止されると無税では行えなくなります。とても気になるところですが、政府与党の税制改正の議論の中

からはまだ漏れ聞こえてきません。しかし、最速の場合は来年3月までに国会で審議決定されれば来年4月には改正がスタートする可能

性さえあります。今年の暦年贈与は当然、今月中の贈与までとなります。また、誤解されている方が多いのですが、親族等、扶養義務

に基づく通常必要と認められる生活費や教育費の負担は従来から贈与税の課税対象とはなりませんので、お間違いのないように。


